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流通コストの三概念とその低減策
西　　沢 脩
1流通（distribution）及びコスト（costs）の基本概念
　流通コストという用語ほど，各種各様に解される言葉はないであろう。近年，
琉通近代化のメルクマールとして流通コストの低減が強調され，流通コストに
’大きな杜会的関心がよせられつつあるが，肝心の流通コストとはいったい何な
のかがわかっていない。論者によって思い思いに使用され，ただ流通コストと
いっては何を指しているのか不明である。このことはわが国だけでなく海外で
も同じで，アメリカでもDistribution　Costsの内容は霞に包まれている。そ
こで，流通コストの研究を進めるにあたって，予め流通コストの語義・定義・
種類・内容等を解明しておこう。
　（1）流通（distribution）の用語とその意義
　語源的にいえぱ，流通に要するコストが流通コストであるから，流通コスト
の意義を解明するには，まず流通とコストの意味から検討してゆく必要がある。
　生産と消費の連結帯をなす流通に相当する英語としては，Distributionと
＝Marketingがある。両者の関係については，前者を上位概念とするものや反
対に後者を上位概念とするものがある。たとえば，アメリカ会計人協会は，
「広義に定義すれば，マーケテイソグには，生産から消費に至るまでの財の流
れに属するすべての活動が合まれ，ディストリビューシ昌：■という言葉も一般
にこれと同じ意味に僅用されるが，会杜によってはディストリピューショソと
玉いう言葉を保管と運送という完成品の物的処理だけを指すものとして隈定して
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いるところ毛ある」として，マーケティソグをディストリビュ□ショソの上位
概念とする場合があることを示している。これとは反対に，口：■グマソ・シィ
フ両教授は，「ディストリピューショソはマーケテイングとアドミニストレー
シ目ソを含むが，マーケティ：■グだけを指すものとしてこの定義を限定する人
たちがいる」とのべ，ディストリビューショソをマーケティソグの上位概念と
している。しかし，上の定義からも推察できるように，ディストリビューショ
ソとマーケティソグを同一視するのが現在の犬勢である。この見解を最も公式1
に表明したのは，アメリカ・マーケティソグ協会の定義委員会が制定したrマ
ーヶティング用語定義集』で，ここでは「当委員会は，ディストリビューショ
ンという用語をマーケティソグと同意義の語とみなし，そのように使用するこ
とを勧告する」とのべている。同委員会が，ディストリビューショソと同意義一
の語として使用することを勧告したマーケティングとは，どういう内容をもっ
ているのであろうか。同定義集は，次のような定義と注解を掲げている。　（原
文のマーケテイソグをここではデイストリビューショソと読みかえる）
定義……ディストリビューシ宣ソとは，生産者から消費者または利用者に至る
　　　　財貨及びサーピスの流れを管理する事業活動を遂行することである。
注解一・ディストリビューショソを定義する仕事は，少なくとも次の三つの観
　　　　点から接近することができる。
　a．ディストリビューショ：■の法律的接近策の好例としては，次のものがあ一
　る。
　rディストリビューションは，商品及びサービスの所有権ならびに占有権の・
　変化をもたらすすべての活動を合む包」
　本質的には商業間題であるディストリビューショソに，その法律面をこのよ
うに強調する定義を与えることは，明らかに望ましいものではない。
　b．ディストリビューショ：／の経済的接近策の一例には，次のものがある。
　「ディストリビューションは，時間，場所及び所有の効用を創造することを一
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　取り扱う経済学の一分野である」
　rディストリビューションは，財貨及び用役を，ある種の貴重な対価と交換
　することによって人間の欲望を満足させる企業活動の一側面である。」
　これらの定義は，市場で通常みられるよりも，より深い経済学的概念の理解
　を考えている傾向がある。
　C．ディストリビーショソの事実的叉は記述的接近策としては，本委員会の
　示した定義がその一例である。この種の定義は，専門の経済学者や事業家に
　も理解しうるような用語で，ディストリピューショソを記述しようとするも
　のであって，法律的あるいは経済学的な意義を示そうとするものではない。
　この定義は，市場調査，運送，製晶ならびに包装計画のある種の部面，消費
　者の愛顧を高める手段としての信用の付与というような種々の促進活動を包
　括している。
　以上要するに，ディストリビューショソには，法律的意義，経済的意義及び
事実的意義があるが，事実的意義をとることが有用で，この場合にはディスト
リビューションは，生産者から消費者または利用者に至る財貨及びサービスの
流れを管理する事業活動であるという1二とになる。
　D1str1but1onは，わが国では，次の語義を有しており，専門用語としては，
流通，配総，分配と訳されてきた。
　a．配分，配給，配布，散布，
　b．配給物，配給品，
　C．分類，区分，類別
　d．分布，分布区域，
　e．周延，拡充，周布，
　壬．解版，
　9．分析，
　分配というと所得の分配と誤解されるから，日本語としては，流通または配
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給の語がよい。戦前までは配給の語が統一的に使用されてきたが，戦後は流通
の語にその立場を譲ってしまった感がある。ディストリピューショ：■の邦語と
して本稿で流通の語を使用するのはこのためである。
　わが国では，流通の語がどのように定義されているのかを参考までに付記し
てみれば，次のとおりである。
a．経済審議会の定義
　「流通は，生産者より消費者に財貨およびサービスを移転させる場所，時間
　および所有の効用を創造する活動である。」
b．統計審議会の定義
　r流通活動とは，物理的ないし社会的な“ものの流れ”に関する経済活動の
　ことをいう、その範囲は，それぞれいわゆる運輸・通信活動ならびに，いわ
　ゆる商業活動を主体とするものであるが・それらを助成する諸活動も含め
　る。」
C．産業構造審議会の定義
　「流通とは，生産者より消費者に財賃およびサービスを移転させ，場所・時
　間および所有の効用を創造する活動をいい，また流通部門とは，これらの諾
　活動を担当する事業体の総称である。」
d．昭和40年度運輸白書の定義
　「流通とは，生産者から消費者に財貨およびその付帯サーピスを物理的，杜
　会的に移転させる活動である。」
　（2）会計学上と経済学上のコスト概念
　コスト概念も極めて多方面で使用されており，経済学者は国民経済の観点か
ら，コスト概念を発展させ，技術者は工学技術の必要性を満たすためのコスト
概念を規制し，また会計学者は企業会計の諾間題を解決するために各種のコス
ト概念を作りあげた。そして相互に独立した研究が進められたため，同じくコ
ストと称しても専門分野によりその意義が巽なり，概念の不統一が見受けられ
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る。会計学の分野に限定しても，財務会計上のコスト概念と原価計算上のコス
ト概念とは，必ずしもその内容が同一ではない。
　原価計算の分野では，コスト概念は最も古くして最も新しい研究課題とされ，
とくにドイツでは原価計算の中心問題として激しい論争がくりひろげられてき
た。アメリカでも，アメリカ会計掌会（舳A）の原価概念及び基準委員会を設
けて，コスト概念の表明に十年もの歳月を費してきた。
　コストに相当する英語としては，cOst（原価），expense（費用），10ss（損失），
expenditure（支出）がある蓼これらの相互関係については，次の諸類型が見出
される。
a．支出と費用と原価と損失を同一視する見解……三者ともに価値犠牲を伴う
　点で同一であるとする毛の。
b、費用と原価と損失を同一視するが，これらを支出とは区分する見解……支
　出には資本的支出（資産となる支出）と収益的支出があり，後者のみが費用，
　原価叉は損失となるとするもの。
C．原価と費用と損失を区分する見解……原価は一定の製品単位別に集計した
　もの，費用は一定の期間単位別に集計したもの，損失は反対給付を齎らさな
　いものとする見解。
d、原価を一般概念と個別概念に二分する見解……製晶原価と期間費用を包括
　して単に原価というもの。この場合には，製品原価と区分するため，原価を
　コストとカタカナで表示する方カミよい竈
　原価計算の発達史的には，コスト概念はaより漸次dに発達し，現在はd説
が通説といえる。つまり，コストは何等かの価値の放棄を示す一般的な用語で，
原価，費用，損失に細分される。原価は狭義においては，製品単位あたりのコ
ストを意味し，費用は期間単位あたりのコストを意味するが，両者は何等の反
対給付を伴わない損失とは実体を異にしている。
　このようなコスト概念について，統一見解を示したものに大蔵省企業会計審
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議会の『原価計算基準』がある。これによると，コスト（当基準では原価と呼
称しているが，以下コストと読み替える）の本質は，以下のとおりである。
①　原価計算制度上のコスト概念
　原価計算制度において，コストとは経営における一定の給付にかかわらせて、
把握された財貨叉は用役（以下財貨という）の消費を貨幣価値的に表わしたも
のである。
a．コストは，経済価値の消費である。経営の活動は一定の財貨を生産販売す
　ることを目的とし，一定の財貨を作り出すために，必要な財賀すなわち経済
　価値を消費する過程である。コストとは，かかる経営過程における価値の消
　費を意味する自
b．コストは経営において作り出された一定の給吋に転嫁される価値であり，
　その給付にかかわらせて，把握させたものである。ここに給付とは，経営が
　作り出す財貨をいい，それは経営の最終給付のみでなく，中間的給付をも意．
　味する筥
C・コストは，経営目的に関達したものである。経営の目的は，一定の財貨を
　生産販売することにあり，経営過程は，このための価値の消費と生成の過程
　である。コストは，かかる財貨の生産，販売に関して消費された経済価値で
　あり，経営目的に関連しない価値の消費を合まない。財務活動は，財賃の生
　成および消費の過程たる経営過程以外の，資本の調達返還，利益処分等の活
　動であり，したがってこれに関する費用たるいわゆる財務費用は，原則とし
　てコストを構成しない。
d．コストは，正常的なものである。コストは正常な状態のもとにおける経営
　活動を前提として，把握された価値の消費であり，異常な状態を原因とする
　価値の滅少を含まない。
　原価計算制度上では，コストは，次のように分類される。
a．形態別分類
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　形態別分類とは，財務会計におけるコストの発生を基礎とする分類，つまり
コスト発生の形態による分類であり，原価要素は，この分類基準によると製造
原価は材料費と労務費と経費に，また販売費及び一般管理費は，次のように分
類される。
　給料，賃金，消耗品，減価償却費，賃借料，保険料，修繕費，電力料，租税
　公課，運賃，保繕料，旅費交通費，通信費，広告料等
b．機能別分類
　機能別分類とは，コストが経営上のいかなる機能のために発生レたかによる
分類であり，原価要素は，この分類基準によると，次のように分類される。
　A機能費，B機能費，C機能費，D機能費・一・
C．製晶別分類
　製品別分類とは，製品に対するコスト発生の態様，すなわちコストの発生が，
一定単位の製品の製造販売に関し直接的に認識されるかどうかの性質上の区分
による分類であり，原価要素は，この分類によると，直接費と間接費に大別さ
れる。
②　特殊原価調査上のコスト概念
　原価計算制度以外に，経営の基本計画や予算編成における選択的事項の決定
に統計的なコスト計算が必要になる。これが特殊原価調査で，この場合には，
次のような特殊原価が必要となる。
a．注文獲得費，注文履行費，一般管理費
　注文獲得費とは，顧客に購買心を喚起し，注文を獲得するに要するコストの
ことで，この売上注文を履行するために要するコストが注文履行費である直現
場における注文獲得及び履行活動を管理するためのコストが一般管理費である。
b．変動費，固定費，準変動費
　操業度の変化に概ね比例して変動するコストが変動費であり，たとえ操業度
に相当大幅な変化が生じても，特定の期闇内ではその金額が概ね同額にとどま
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るコストが固定費である。準変動費は，両者の中間の性質を有するコストであ
る。
C．統制可能費，統制不能費
　作業の実施状況を測定評価しようとする人達が，統制することができるコス
トが統制可能費で，統制できないコストが統制不能費である竈
d．節約可能費，節約不能費
　一定の業務区分（製品・販売地域・支店・流通経路等）を除去する場合に，
削滅できるコストが節約可能費であり，削減できないコストが節約不能費であ
るo
e．実際原価，見積原価，標準原価
　支出時における実際の現金支出高またはその代替物によって測定されるコス
トが実際原価であり，後目発生するであろうと期待されるコストが未来原価で
ある。未来原価は，その予測の科学性の度合により，見積原価と標準原価に分
けられる。
f．付加原価と支出原価
　付加原価とは，いかなる時においても実際の現金支出をともなわず，したが
って財務記録上には現われないが，コストの計算を行なうべき人の立場からは
その価値犠牲を計算しうるコストをいう。支出原価は，実際の現金支出を伴う
通常のコストである。
g．平均原価，眼界原価
　売上高が一単位増減する時のコストの増減高が限界原価であり，総コストを
販売単位数で除した金額が平均原価である。
h．その他の特殊原価
　坂替原価……現在の市場におけるコスト
　埋没原価……一定の状態において回収不能のコスト
　増分原価・・一操業度が変化する結果生ずるコストの増加高
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　機会原価……材料・労働叉は設備のいずれかの生産手段について，代替的な
　　諸用途のうち一つをとり他をすてた結果滅少する測定可能な価値犠牲
⑧　経営学・経済学上のコスト概念
　以上は，企業会計上のコスト（これをビジネス・コストという）概念である
が，経済学や経営学では，コストはどう解されているであろうか。経済学や経
営学の分野では，ビジネス・コスト（企業コスト）に対し，ソーシャル・コス
トの概念がある。これは，社会の観点からみたコストで，K・W・ヵヅプは，
「私企業から社会に転化されたコスト」と定義し，次の諾項目をあげている。
a・人間的要素の損傷から生ずるソーシャル・コスト……たとえば，作業によ
　る傷害，職業病
b．空気の汚染，水流の汚染によるソーシャル・コスト
C．動物資源，動力資源，土地森林等の酒渇によるソーシャル・コスト
d．技術の変化・失業・遊休資源，独占等によるソーシャル・コスト
e．流通・運搬の重複，非能率等によるソーシヤル・コスト
f．特許制度その他による科学的進歩の阻害によるソーシャル・コスト
　上のようにカップは，ソーシャル・コストを私企業からr杜会に転嫁された
コスト」の意味に限定しているが，一般には杜会全体を主体とみなした「社会
の観点からみたコスト」の意味に広く使用されている。
2三種の流通コスト概念の識別
　前項のように流通とコストの概念をきわめても，それだけでは流通コストの
意義は必ずしも判明しない。流通コストには，異なったいくつかの種類があり，
その何れかによって本質が根本的に異なるから，これらの異種概念を識別しな
ければ流通コストの内容は会得できないのである。このような観点から，本稿
では，流通コストを，杜会的流通コストと物的流通コストと営業コストに大別
し，その意義を明らかにしてみよう。これらの異種概念を，目米とも流通コス
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ト（嘩㎞bution　Costs）という一言で使いわけていたところに，流通コストが暖
味無垢とされたゆえんがある。
（1）社会的流通コスト（total　distribution　costs）
　社会的流通コストは，国民経済の観点よりみた流通コストの概念で，ソーシ
ャル・コストの本質を有している。社会的流通コストの語は，筆者等が経済審
議会の申小企業・流通分科会で初めて使用した「社会的流通費」がその源をな
している。昭和39年11月17日に内閣総理大臣に提串した答申では，次の定
義を行なった。
　「社会的流通費とは，メーカーの販売費のように生産段階において発生する
　流通費から，卸売段階や小売段階におけるグロスマージ：■までを合めた国民
　経済的立場からの流通費のことである。」
　この答申を受けて，昭和40年1月22目に閣議決定された『申期経済計画』
では，r今後の流通政策の基本的課題は，流通部門の生産性向上によってその
健全な発展を推進するとともに，流通機構の整備，円滑化をも同時に促進しつ
つ，社会的流通費の低減，円滑な流通の確保，消費者利益の保護に努めること
である。」とのべ，杜会的流通費を正式用語に採用し，杜会的流通費の低減を
流通政策の基本課題として打ち出したことは，誠に注目すべきであった。
　その後，この社会的流通コストの語が，政府資料にも慶々使用されるように
なった。たとえば，次のものがある。
a．産業構造審議会流通部会第1回申間報告「流通機構の現状と問題点」
　「流通機構近代化が，流通部門における企業の健全な発展を図りながら，流
　通機能を充実し，杜会的流通コストを引き下げることであるとすれば，それ
　は基本的には，流通部門における生産性の向上となろう。」
b．昭和41年版経済白書「流通部門の合理化」
　「社会的な流通費の総量（生産者の販売費用や消費者の購入付帯費用を含む）
　がどの位であり，またそれが増加しているかどうかは・統計的な制約があっ
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　て明らかではないが，昭和35年時点の涜通産業費用を推定してみると，財
　貨総購入額に占める比率は約11％であった。」
　杜会的流通コストに相当する英語はs㏄ial　or．total　distribution　costsで
あるが，諾外国でこの語を正式に僅用した文献はほとんどない。内外の大部分
の文献カミ，社会的流通コストの意味で単に流通コスト叉はdistribudon　costs
と呼んでいるにすぎない。目本語で，社会的流通コストと呼ぶことに反対する
入が意外と多く，特に初めて聞く人にその傾向が強い。確かに「社会的」とい
う用語は，誤解を招くおそれがあるが，これに代わる適語もなく，また最近で
は既述のごとく政府用語でも使用され出したことを考えあわせると，真向から
異議をとなえることもなかろう。用語の巧拙よりは，三種の異なった流通コス
トを区分しないで，まんぜんと同一語で代用するほうがはるかに批難されるべ
きである。
　それはともかく，社会的流通コストには，二つの定義方法がある。第一は，
流通機能に要する消費価値を社会的流通コストとする方法で，たとえぱ，次の
定義がある。　（流通の定義を筆者が社会的流通コストに読み替えたもの）
a．経済審議会流通部会の定義
　r杜会的流通コストとは，生産者より消費者に財貨およびサービスを移転さ
　せ，場所・時間および所有の効用を創造する活動に要するソーシャル・コス
　トである。」
1〕．スチュワート・デウルスト両氏の定義
　「杜会的流通コストとは，第一次または第二次生産地点から販売または組立
　地点に運送するごと，必要とする時点まで財貸を保管すること，財貨の商晶
　計画，展示および広告を行なう1二と，最終購入者に販売するか所有権を移転
　させることに要するソーシャル・コストである。」
　このように，社会的流通コストとは，財貨の蒔闇的・場所的および所有的効
用を創造するためのコストで，財賃の物理的および形態的効用を創造するため
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の生産コストに対比する概念である。
　杜会的流通コストの定義の第二は，流通が実施される場所を基準とする方法＝
である日流通機能は・卸売業や小売業だけでなく製造業でも実施され，製造企
業の製品完成以後の全段階で実施される。このような流通棲能の実施場所を基
準として杜会的流通コストを定義しようとする見解には，次のものがある。
a．経済審議会流通部会の定義
　　「社会的流通コストとは，メーカーの販売費のように生産段階において発生
　する流通費から，卸売段階や小売段階におげるグロスマージンまでを合めた
　国民経済的立場からみた流通費をいう。」
b．アメリカ・マーケティ：■グ協会の定義
　　「社会的流通コストとは，財貨および用役を生産者から消費者または使用者
　に流通させる企業活動を実施するに要するソーシャル・コストである。」
　以上の杜会的流通コストは・生産コストと　第1図小売価格にしめる杜会的
ともに製晶価格を構成する二犬費目をなして　　流通コストと生産コストの割合
いる。いま最終小売価格を100として，その
内訳を示してみると第1図のように生産コス
ト40に対し流通コスト60というのが世界の
大勢である。国により，時代により，また製
品によって両者の比率は自から相違するが，
総流通コストが生産コストと同額ないしはそ
れを上廻っていることは，すでに統計的調査によって立証されているところで
ある。
（2）営業コスト（ma・keting　costs）
　営業コストは，個別企業の観点よりみた流通コストの概念で，ビジネス・コ
ストの一種をなしている。営業コストに桐当する英語はdistribution　costsま
たはmarketing　costsで従来，前者は配給費，後者は販売費と訳されてきた
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が，ともにその実体を表示しえないうれいがあるので，筆者は，狭義のマーケ
ティ：■グ・コストの意味で営業費と呼ぶことにしている。営業費の語は，隔和
33隼に出版した『営業費会計』（目本生産本部刊）で提唱して以来，『営業費の
削減』（昭和36年，目本能率協会刊），『営業費管理会計』（昭和37年，ダイヤ
そソド杜刊），『営業費の効果的使い方』（昭和41年，ダイヤモンド社刊）の小
著で積極的に使用したため，現在では一般に営業費の語が活用されるようにな
った。（が，本稿では，流通コストと揃えるためあえて営業コストと読み替える）
　営業コストの定義方法にも二通りがある。第一は，営業コストをマーケティ
ング活動にかかわらしめて，マーケティソグ活動に付帯するコストと解するも
ので，たとえば，次のものがある。
a．J・J・W・ニューナーの定義
　r営業コストは二様に定義される。一般的な解釈によれぱ，営業コストは製
　品が製造されて倉庫に保管された時から，それが現金に換金するまでに発生
　するすべてのコストを合む。この定義から，営業コストという用語は，いわ
　ゆる販売費のほか管理費や一部の財務管理費まで含むことは明らかである。
第二の定義は，営業コストという用譲は，慣習的に販売費と称されるコスト
　しか含まないものとして使用されることがある竈」
b・1コングマソ・シイフ両教授の定義
　「営業コストは，広義においては財貸が販売しうる状態におかれた後に発生
　するすべてのコストを含むものと定義される竈この営業コストは，すべての
営業及び管理コストを合むが，販売コストだけを指すものとしてこの定義を
限定する人たち毛いる。もっとも頻繁に使用されるのは，広義の定義である。」
c．R・B・マイナー教授の定義
　r営業コストという用語は，広狭二義の意味をもっている。狭義においては，
　ごの用語は，販売管理者の管理下にあるコストーつまり販売費に限定され
　る。広義においては，営業コストは，製品が製造された時（商企業にあって
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　は仕入の時）から製晶が消費者の手に渡るまでのすべての活動に付帯するコ
　ストを含む。」
　営業コス♪は，上のほか，企業が外部に発表する損益計算書にかかわらしめ
て総利益以降に記載されるコストとして定義することもできる。たとえば，次
の定義がこれである。
a．ラング・マックファラソド・シイフ三教授の定義
　r営業コストは，通常の損益計算書において総利益以降に記載されるすべて
　のコストを包括するものであって，当該企業の販売費，管理費および財務費
　を含む。」
b．1コソグマ：■’・シイフ両教授の定義
　r営業コストは，会計士の作成する損益計算書において総利益の数字以降に
　記載される全コストを坂り扱う。」
・企業が外部に発表する損益計算書の構造は，第2図のと．おりである。つまり，
　　第2図損益計算書にしめるコストの地位　　　純売上高から売上原価を控
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　除して売上総利益を求め，
　　　　　　　損益計算書　　　　　白繍隼月目　　　　　　　　　　　これから販売費及び一般管
　　　　　ヨ…昭和　年　月　目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理費を控除して営業利益を
　　I艦売上商　　　×X×　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　算出する。さらた，営業利
　　皿　売上原価　　　　　X　X×
　　　　売上総利益　　　　　　　　　　　　　益に営業外収益を加算して
　　皿　販売費及び一般管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当期総利益を算出したの　　　　飯売費　　　××X
　　　　一般管駿　　蛆’X×外　　　　　　ち，最後にこれから営業外
　　W麟外収益　　　　　X　X　X　　　　　　費用を控除して当期純利益
　　　　当期総利益　　　　　　　X　X×　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を表示するのである。この
　　V　営業外費用　　　　　　　　　皿一
　　　　当鱗利益　　　　　泌　　　　　　損益計算書を基にすると，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　売上総利益以降に記載され
るコストとは，つまり，販売費と一般管理費と営業外費用の三者であって，こ
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れらの合言†を営業コストと呼称するのである。
（3）物的流通コスト（physical　distributiOn　cOsts）
　物的流通コストは，流通コストのうち財貨または用役の物理的処理に要する
コストを指す用語であって，国氏経済の観点からも個別企業の観点からも考察
できる。物的流通コストは，英語のphysical　distribution　costsを直訳した言
葉である。このフィジカル・デイストリビューショソ・コストに相当する邦語
としては，輸送コスト・配送コスト・運輸コスト等があるが，何れもその実体
を端的に表現しえないうれいがある。それかと云って物的流通コストでは，い
かにも直訳すぎるというわけで，先記の経済審議会ではまず呼称の検討から着
手した。一時中間案ではPhysica1dist㎡butioncostsの頭文字をとってPDコ
ストの語を使用したが，答申には邦語を使用すべきだとの意見が強くなり，最
終的には先の物的流通コストの語を使用する結果となった。その後『運輸白
書』（昭和40年版）が物的流通の語を副題にとりあげたり，産業構造審議会に
物的流通委員会が設置されたり，統計審議会が正式の統計用語として採用する
に及んで，一般に広く使用きれるようになった。それでも物的流通コストの語
に抵抗を感ずるならぱ，思いきって物流コストないしPDコストと呼称するこ
とを勧めたい。当初PDコストの語を使用することには，若干の批判があった昌
ある流通挙者は，もしPhysical　Distribution　Costsを短縮するならぱ，PD
コストではなくPh，Dコストとすべきであると主張されていた。しかし，英
文法を調べてみるとPDコストでなんら差しつかえなく，Ph，Dコストとすべ
き理由は見出せなかった。他の批判者は，PDコストはいわゆるジャパニーズ
・イソグリッシュで，軽々しく略語を作るべきでないというものであった。カミ
その後，文献を調査したり欧米に旅行してみて，かの地でも現在PDコストの
語を専門語として盛んに使用していることがわかった。
　それはともかく，物的流通コストに関する定義を若干掲げてみれば，次のよ
うである竈　（物的流通の定義を筆者が読みかえてある）
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a．産業構造審議会流通部会の定義
　「物的流通コストとは，有形，無形の物財の供給者から需要者へ至る実物的
　（pbysic証）な流れに要するコストのことであって，具体的には，包装費，荷
　役費，輸送費，保管費および通信費の諸コストをさしている。」
b．物的流通調査委員会の定義
　「物的流通コストとは，製晶を物理的に生産者から最終需要者へ移転するに
　必要なコストで，具体的には，包装費，荷役費，輸送費，保管費および通信
　費の諾コストをいう。」
c．アメリカ・マーケティ：■グ協会rマーケティソグ用語定義集』（1960年版）
　の定義
　r物的流通コストとは，生産の段階から消費または利用の段階にいたるまで
　の財賃の移動及び坂り扱いを管理するためのコストである。」
　同定義集の1948年版と比較してみると，1948年の定義では，単にr生産の
段階から消費叉は利用の段階にいたるまでの財貨の移動及び坂り扱い」それ自
体を物的流通としていたが，1960年の改訂にあたって，これに管理（man・ge・
ment）の語を加え，財貨の移動及び坂り扱いを管理することが物的流通である
とし，物的流通における管理機能を強調したことは注目すべきである。ここに
おける管理は，二重の意味を有するものと解される。その第一は，経営管理の
立場よりとりあげるということである。従来物的流通というと，国民経済的観
点が強調され，道路や鉄道を中心とした貨物の流動計画が申心とされたが，昨
今重視され出したのは企業における配送活動をいかに管理統制するかという点
である。第二は，物的流通の総合管理を強化するということである。従来の物
的流通では，それを構成する個々の活動（たとえぱ，包装や輸送等）それ自体
を示す代用語でしかなかったが，物的流通と称するからには，それらを有機的，
総合的にとりあげ，企業における製造や販売と対等の独立穣能として認識する
ことが大切である。このことはコストに限定しても全く同一である。つまり，
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物的流通コストを企業の観点から総合管理するところに，物的流通コスト・マ
ネジメントの本質的特徴が存するのである。たとえ，包装の変更によって包装
費が低滅しても，そのために輸送費が増加し，全体のコストが増加してしまう
ならば，それは包装費の低減ではあっても，物的流通コストの低減とはいえない。
　それはともかく，物的流通コストは，どのように分類したらよいであろうか。
統計審議会の答申を準用すれば・物的流通コストは次のように分類することが
できる。
　　　　　　　　　　　　　　　　一輸送基礎施設費
　　　　　　　　　　　　　　　　一輸　　送　　費
　　　　　　　　　　　　　　　　一保　　管　　費　　　　　　　　r物資流通コストー　　　　　　　　　　　（運輸費）　　一荷　　設　　費
j物的流通一スロー　　二慕通荒工蓑
一離欝1一［竈信基隻施設芸
　簡単に解説してみよう。物的流通コストは，物資流通コストと情報流通コス
トに大別される。次に前者は，輸送基礎施設費，輸送費，保管費，荷役費，包装
費，流通加工費に細分され，後者は通信基礎施設費と伝達費に紬分される鉋物
酌流通コストの中心は物資流通コストであるが，物的流通コストにはそのほか
情報流通コストが含まれることを明示したのは，統計審議会の一っの功績であ
る。場所の効用を高めるコストは，また交通費，運輸費，運送費，配送費，運
搬費，通信費等というが，このうち狭義の用語として輸送費をとり，運輸費は
運送費のほか保管費，荷役費，包装費等を包括した用語として広義に使用する。
　物的流通コストを構成する各費目の順序をどう配列するかについては，大別
して次の二系統が存する。
a．輸送費・保管費・荷役費・包装費等
　物資流通コストは場所及び蒔間の効用を高めるためのゴストであるから，ま
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ず場所の効用を高める輸送費と，時間の効用を高める保管費がまずあげられね
ばならない。荷役は，これらの輸送や保管に際して付随的・不可避的に実施さ
れるから，荷役費は輸送費や保管費との兼合いでとりあげる。包装は輸送・保
管・荷役のための準備作業であり，それらから全面的に規制されるので，包装
費は最後でもよいとする見解である。
b．包装費・輸送費・保管費・椅役費響
　企業における物的流通は，まず包装から開始され，包装済商品が輸送及び保
管され，包装・輸送・保管の過程で荷役が行なわれる。従って，企業経営の観1
点からは，コストの流れを中心に包装費→輸送費→保管費→荷役費の順序が最
も合理的であるとする見解である。
　上の何れをとるかによって，各費目の重要度や相互関連性が異なり，ひいて
は物的流通コストに対するアプローチが相違する。両説は甲乙つけ難く，いづ
てみれぱ立場の相違ということになるが，企業経営からのアプローチを重視す
る場合には，b説をとるのがよかろう。
前述した三種の流通コストは，どんな相互関係を有しているであろうか。互
いに範蜂を異にする異種のコス　　　　第3図小売価格の主な構成要素
ト概念を平面的に比較すること
は困難であるが，あえて図示し
てみれぽ第3図のとおりとなる。
この図を解説してみると，小売
価格は，社会的流通コストと生
産コストに犬別することができ
る。生産コストは，製造業の製
造原価と，製造業の利益のうち
製造相当分から成り立づている。
間題は社会的流通コストであり，
工o04
利
小売
個橋
　　　　　小売桑者分鑑
圭
製造業’．三砧．…老
者分
凧　　　　　利　益　　卸コ　　冗　　煽季萎霧簿
　　　　・籔鰯　　　　　養
　姦熱
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　177
製品が製造業者から卸及び小売業者を経て最終消費者に到達するという基本的
な流通経路を前提としてみると，製造業者の杜会的流通コストと卸売業者の杜
会的流通コストと小売業者の社会的流通コストから構成されることになる。こ
のうち，製造業者の社会的流通コストは，営業コストと，利益のうち営業相当
分の合計であり，営業コストは，前者同様，販売コストと物的流通コストと一
般管理コストを内容としている。小売業者の社会的流通コストは，卸売業者の
場合と同様，営業コストと利益総額の合計であり，営業コストは，販売コスト
と物的流通コストと一般管理コストをその内容としている。図示はしていない
が，生産コストと製造業者の社会的流通コストの合計が，製造業者の販売価格
となり，卸売業者からみれぱこれが仕入コストとなる。この仕入コストに卸売
業者の杜会的流通コストを合計したものが，卸売業者の販売価格となり，小売
業者からみればこれが仕入コストとなる。この仕入コストに小売業者の杜会的
流通コストを合計したものが，小売業者の販売価格となり，消費者からみれば
これが最終小売価格となる。換言すれば，各流通段階における営業コスト（つ
まり販売コストと物的流通コストと一般管理コスト）と利益の総計が，社会的
流通コストということになる。
3　流通コスト低減の意味するもの
（1）流通コスト低減の意義と効果
①　流通コスト低減の定義
　流通近代化のメルクマールを流通コストの低滅に求めることに同意する人で
も，いざ流通コストの低滅を推進する段階となると意外と異議をとなえる人が
多い。これは，流通コストの低滅に対しいくつかの誤解がもたれているためで
ある。この誤解をはらすために，流通コスト低滅の正しい定義を与えておけば
次のとおりである。
　r流通コストの低減（distribution・ost　reduction）とは，流通の質を損わずに，
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　財貨叉はサーピスを杜会的・物理的に移転させるための単位コストを，絶対
　的にか相対的に引き下げることである。」
　この定義の意味を一段と明確に理解するため，分解してその要点を解説して
みよう自
a．rコスト低滅」は，またコスト引き下げ（CoSt　reduCti㎝），コスト節約（CoSt
SaVi㎎），コスト切りつめ（COSt㎝tti㎎），コスト極小化（CoStminimuZation）と称
されたり，またコスト改善（cost　inp・o・e㎜ent）と呼ぱれることもある。このよ
うなコスト低滅では，所定の流通目的を達成する上で「必ずしも必要としない
無駄なコスト」を排除することが意図される自無駄な不要なコストを排除する
ことが真のコスト低減であって，必要なコストを犠牲にしてしまうことはけし
て真のコスト低減とはいいがたい。
b．「流通の質を損わない」とは，流通の質を一定としておき，その条件の範
囲内で「必ずしも必要としない無駄なコスト」を排除することである。必要な
コストまで犠牲にして流通の質を落してしまったのは，いったい何のためのコ
ストダゥソといえようか。この場合の流通の質を損わないとは，適正な商品を，
適正な時期に，適正な価格で，適正な場所へ，遼正な数量をもって提供するこ
とであるといえる。
C．「財貨叉はサービス」というのは，有形，無形を問わず一切の経済財を指
すために使用した表現である。流通コストの低減では，機械や用具等の有形財
のほか，電気やガス等の無形財はもちろん，通信等の情報提供もすべて対象と
されるのである。財貨の流通コストは物資流通コストと呼び，通信の流通コス
トは情報流通コストと称される。
d．「社会的・物理的」とは，流通の二側面を表わしたものである。「杜会的」
というのは，流通機構を物財が社会的に移転してゆく活動を指し，「物理的」
というのは，その中で包装・輸送・保管・椅役等の物理的な諸活動を指してい
る。前者に要する付加価値が杜会的流通コストであり，後者に要する価値犠牲
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が物的流通コストである。
e．r単位コスト」は，総コストに対立する概念で，流通の給付一単位あたり
に要するコストを意味する。流通量が増加すれぱ，それに伴って流通コストが
増加することは当然である。間題はコストの総額ではなく，それを流通量で除
した単位コストなのであって，流通コストの低滅では，このような単位コスト
の低滅が研究課題となるのである。
f．「絶対的にか相対的に」とは，流通コスト低減の方法を示したものである。
流通の質を一定にしておいて，その範囲内で無駄なコストを排除するのが，絶
対的コスト低減であり，反対に現行のコストを一定にしておき，コストの消費
法を改善することによって流通の質を高めるのが，相対的コスト低減である。
前者を流通のコスト節減と呼ぶならば，後者は流通の生産性向上と称すること
ができる。流通の生産性を向上させるならぱ，給付単位あたりのコストは相対
的に低減していることに何等変わりはない。むしろ，文字通りの低減よりは生
産性向上こそ，これからの流通コスト低減の方向といわねぱ底らない。
g．r引き下げ」とは，高いコスト水準を低いコスト水準に下げることである。
しかし単にコスト水準を引き下げただけでは，引き下げの手をゆるめると，再
びコストは元の水準に戻ってしまう特色を有している。したがって，いったん
コスト水準を引き下げたならば，これが再に旧に復しない工作が必要である。
前者が流通コストの低滅計画であり，後者が流通コストの低滅統制であり，流
通コストの低減は，計画設定（プラソニ：■グ）と統制（コソトロール）の両者
を包んでいることを銘記すべきである。
②　流通コスト低減の必要性
　前述のごとき流通コストの低減が近年大きな社会問題となったのは，およそ
次の理由による。
a．消費者物価の安定
　流通コストの低減が強く叫ぱれるに至った杜会的要請としては，何といって
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も消費者物価の安定をあげねばならないであろう。消費者物価は，昭和35年
に池田内閣が所得倍増計画を実施しだして以来急騰し，政治聞題の焦点となっ
た。ちなみに，昭和35年から昭和40年までの上昇率と寄与率を図示してみる
と，第4図のとおりとなる。これから，消費者物価の上昇率に対する寄与率
第4図消費者物価上昇の状況（昭和35年～40年）
％上昇率　　　　　　　　上昇寄与率％m　　50　　（費目別）　20　40　60
　　　35．2　　総　　合
　　　　　　　　食　　料
穀　　類
生鮮魚介
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乳　　　卵
野　　菜
加工食品
調味料
果　　　物
住　　　居
家賃地代
家具什器
光　　　熱
被　　服
雑　　費
保険衛生
交通通信
　　　　　　　　教　　　育
　　　　　　　　教養娯楽
％　　　　　　　　（特殊分類）　　　　　　　　　％
工O0　　　　　50　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20　　　　40　　　　60
　　49．7　　　　　農水蓄産食品　　　　　　　　　40，6
　　　　29．O　　　中小企業製晶　　　　　22，5
　　　　　　7，2　大企業製晶　4，0
　　　　　18－8　公共料金　6，3
74，5　　　　　　　　個入サーピス　　　　　　　26．6
　　　　　　　　　　　家賃
（備考）1．総理府「消費者物価指数」（金都市）による。
　　　2．特殊分類は経済企画庁組替え。
」 537
716
1．3
8．8
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が高いのは，水畜産物の
41％，個人サーピス・家
賃27％，中小企業製晶
23％であり，この三者で
全体の九割をしめている一
ことがわかる。上の三費
目が，このように急上昇
したのは，農業・サービ
ス業・中小企業ともいわ
ゆる低生産性部門で，生
産性はいぜんとして向上
しないにもかかわらず，
人手不足等により人件費
が高騰したためである。
夫企業では，生産性の向
上が著しく，人件費の高’
騰を吸収してなお余りが
あり，また公共料金は政
策的に値上げの抑制がは
かられたため，その上昇
率や寄与率は徴小にとどまったのである。
　とくに農水畜産食品や中小企業製品は，零細生産で小口消費のため，流通機；
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構が複雑でコスト高となっている。現在流通コストがどれ位をしめているかは，
流通統計が不備なため判然としないカミ，少なくとも小売価格の半分近くは流通
コストによってしめられていることは確かである。たとえばリソゴー箱あたり
の小売価格中にしめる杜会的流通コストの割合は第5図のように何と72％に
も達している。うち17％が物　　　第5図　リンゴー箱あたりの小売価
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　格中の流通コスト的流通コストで，54％が中間商
のマージソである。しかも，こ
れらのマージソや物的流通コス　　　　l
lと毛，人件費の高騰等によっ　　　　’　盤綴
て上昇し，小売価格の騰貴を斉　　　　　　　　　　生産コス　（28－1％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ス㌦
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　28．1％らしいる。それ故，長くして複
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会的流通コスト雑な流通経路を短縮することに　　　　　　　　　徽）
よって申間商のマージソを排除
し，また物的流通の近代化によ
って物的流通コストの低減に成
功するならぱ，小売価格の上昇　　　　　（1，7％）
を食いとめるどころか，その引き下げさえ可能なのである。杜会的流通コスト
の低減が，消費者物価の安定策として近年重視され出したゆえんはここに存す
るのである。
b．利益なき繁栄からの脱却
　流通コストの低減が強く叫ばれるようになった企業的要請としては，利益な
き繁栄からの脱却の鍵をここに求めたことがあげられる。「利益なき繁栄」と
は，増収減益一つまり売上高は増加しているが，純利益は逆に減少してしま
う現象をジャーナリステヅクに表現したものである竈今，昭和34年下期以降
における売上高と純利益の対前期比増減率を，目本銀行統計局の『主要企業経
営分析』（製造の部）より求めてみると，次のとおりとなる。つまり，売上高
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は，高低の差はあれ，常に前期より増加しているにもかかわらず，純利益は大
きな波動を示している。昭和34年下期以降37年上期まで急降下した純利益は，
37年下期から回復したが、再び38年下期以降滅少し続げて現在に至っている。
これから利益なき繁栄が現に進行しつつあることが計数的にも立証されている。
利益繁栄の貞因は，コストの増加にあり，売上の増加率以上にコストが増加す
るため純利益が減少してしまうのである。
　企業コストは，製造原価（非製造では仕入原価）と営業費から構成され，営
業費は販売費と物的流通費と一般管理費から成り立っている。このうち，製造
原価については，機械化と原価管理が推進されたため，現在ではその低減は壁
に突き当たったといっても過言ではない。ところが，営業費の方は，マーケテ
ィング・マネジメソトやコスト・マネジメントが放置されたため，ほとんど管
理が行きとどいておらず合理化の余地が大きい。しかし，販売費は販売促進効
果を高めるため増加させねばならず，また一般管理費はその性質上大幅な低滅
は望めない。というわけで・コスト低減の焦点は・物的流通コストの低減に集
中されることとなる。
　事実，物的流通費は，製造原価と同様に則物的特質を有しており，原価管理
を適用しやすい状態にある。従来この面に原価管理の目が向けられなかったこ
ともあり，流通技術の革新によって予想以上のコスト低減を期待することがで
きるのである。
（2）流通コスト低減の条件と方法
　前述した流通コスト低減の要請に応え，現実に社会的及び物的流通コストを
低滅させるには，いったいどうしたらよいであろうか。製造・販売業者におい
て流通コストの管理体制を確立することはもちろんであるが，さらに流通業者
もこれに応えて流通近代化を急がなければならない。しかし，流通コストの低
減は，民間業界だけではいかんともなしえない国民経済的要素を有しているの
で，政府においても流通近代化のため抜本的施策を講じなけれぱ，流通コス
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トの低減はやがてかけ声だけに終わってしまうことであろう。
①　製造・販売業者の流通コスト低減策
　製造業者や販売業は，流通業者の利用者であるとともに，一部の流通の担当
者でもある。流通業者の利用者としての製造業者や販売業者は，流通業者と利
害を異にしており，どの流通業者を利用するか，場合によっては委託によらず
自営するかを検討することによって，流通コストの低減をはからなければなら
ない。また一部の流通の担当者としての製造業者や販売業者は，流通業者の場
合と同様に流通近代化を急ぐとともに，自ら流通コストの管理統制を推進しな
ければ，流通コストの低減は期待できない。
　何れの場合でも，企業内に流通管理部門を設け，ここで流通近代化の総元締
に任ずる一方，常に流通コストを計算・比較・分析してコスト低減に専心すべ
きである。このために，流通コストの管理計算が実施される。流通コストの管
理計算にはおよそ次の種類がある。
篇一ストー／llllll
㌫一／111111111！茅算
　つまり，流通コストの管理計算は，社会的流通コストの管理計算と物的流通
コストの管理計算の二面を有している。杜会的流通コストの管理計算は・社会
的流通コスト分析として実施され，具体的には，機能別分析と業種別分析と製
晶別分析の三種類に別られる。機能別分析は，流通機能への社会的流通コスト
の投下額を推計する方法であり，業種別分析は，流通業者の付加価値を集計す
る方法であり，製晶別分析は，主要製品の販売価格を流通段階ごとに追跡する
方法である。
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　他方，物的流通コストの管理計算は，基本的には，物的流通コスト分析と物
的流通コストの予算統制の二段階を経て進められる。コスト分析では，現状分
析を行なって，現行の物的流通活動に消費されているコストの実態を解明し，
ついで改善分析を行なって，当該物的流通活動を改善することによってコスト
を節減できるか否かを判定する。かくして物的流通活動の実施計画が立ったな
らば，この計画を実現するための方策を推進する。これが物的流通コストの予
算統制である。予算統制では，まず物的流通コストの消費金額が予定され，つ
いで実績と対比して差異を分析し，コスト浪費の原因や責任を明らかにして，
その予防措置を講ずるのである。
②　流通業者の流通コスト低減策
　流通業者が消費するコストは，すべて物的流通コストと考えられるから，流
通業者のコスト・マネジメソトはすなわち物的流通コストのマネジメ：■トとい
える。流通業者が物的流通コストの低減策を講ずるにあたっては，前述した物
的流通コストの管理計算を実施すべきであるが，その基礎に横たわる考え方を
参考のために箇条書しておげば，以下のとおりである。
a．流通コスト低減計画の必要性を明らかにせよ。
　ただ流通コストが割高であると考えるだけでは不十分であって，流通コスト
低滅計画の必要性を明らかにしなげれぱならない。所有者または管理者が綿密
に統制を行なっている小会社では，形式的な流通コストの低減計画はことさら
必要ではないが，責任体制が分化しており，予算統制を活発に実施している大
会杜では，特定の流通コスト低減計画は，長期的で地味なコスト・マネジメン
トに生気を与えることになる。
b．流通コスト低減のムードを作り出せ。
　流通コスト低減のムードを作り出すには，常に経営管理者が自ら卒先垂範し
なければ籔らない。それとともに，従業員は，流通コストの低減が達成できな
ければ，他杜との競争にうち勝てないことを確信すべきである。いかなる会杜
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にも，節約しうるような無駄な流通コストは存在する。一いかなる機能も流通コ
スト低減計画から除外してはならない。重役室も管理人の職能もすべて検討す
べきである。
C．流通コスト低減の目標を設定せよ。
　会杜内の各機能が自己の目標をもちうるに足るだけの流通コスト低減目標を
設定しなけれぱならない。もっとも理解しやすい目標は金額で表示する方法で
ある。同一の節約目標の達成に多数の項目がともに貢献する場合には，その割
合を百分率で示して毛よい。ライソの監督者に，金額表示の報告を行なってい
ない時は物量表示すること毛止むをえない。
d．流通コスト低減目標を達成するための計画を設定せよ。
　流通コストの低減計画を設定するにあたっては，従業員の参加を求めること
が特に大切である。コスト低減のアイデアは，アルバイトや事務員や職長や管
理者等の全階層から引き出すべきである。雑誌論文からも貴重なアイデァがえ
られる場合毛多く，コンサルタ：■トから有益な提案が示されることもある百何
れの場合でも，提供されたアイデアは，十分判定しうる能力をもった人が検討
し採否を決定すべきである。
e．、流通コスト低減の責任者を明らかにせよ。
　各部長や課長に対し，当該部課内の全面的なコスト低減責任を課するととも
に，各係長にも，統制権を有する費目には低減責任を課さねばならない。流通
コスト低滅管理者にも，資料を蒐集して報告書を作成する責任を課する。特定
の場合には，適切な権限と責任をもった担当者を任命するのもよいが，誰毛特
定の責任をもたない分野を残してはならない。
f．流通コスト低減の時間表を作成せよ。
　流通コストを低減するための計画も，時間的内容が定められねぱ意味がない
から，低減目標を達成するための時間表を作成すべきである。この時間表には，
検討および分析，手続きの変更，従業員訓練，目標達成に有用な他の行為につ
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いて，必要な段階をすべてもり込むべきである。
g．流通コスト低滅計画を開始せよ。
　流通コスト低減計画を実施するに必要な沢山の活動をすべて知ってしまって
からでは，何もする気が起きなくなってしまうから，最初に低減活動を開始す’
ることが困難となる場合が多い。
h．流通コストの低減計画を統制せよ。
　第1段階の低減計画は第一番目に実施することが大切であるから，流通コス
トの低減計画の作業は優先順位に従って列挙しておくべきである。実施後は・
進捗状況を口頭か文章で報告させなければならない。コスト低減計画は一人で・
動き出すことはないから，指導したり，時折激励したり，甘言をかけたり，お1
だてたりして，完成に導くべきである。
i．流通コスト低減の成果を測定せよ。
　流通コストの低減成果は，計画通り達成されたか，そうでなければそれはな
ぜか。コストはすぐには低減されないか，低滅の成果は遅れて発生するか等を’
測定すべきである。
］・流通コスト低減を継続的な計画とせよ。
　多くの流通コスト低減計画は，数カ月続き・後は忘れられてしまうので・い
ったんコスト低減計画を立てたならば，これを永続的に続行させることが肝要
である。このためには，流通ゴストの低減計画を文書の形で表示し，全階層の
管理者に配布しておくのカミよい。
⑧　政府の流通コスト低減策
　流通コストの低減は，第一次的には，民間企業が中心となって推進すべきも．
のであるが，民間企業だけで解決できない問題もある。また消費者物価の安定
に見られるように，政府として毛強力に流通ゴストの低減策を講ずる必要もあ
る。それ故，政府としても流通コストの低減にあたり，次の施策を講じること
が望ましい。
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a．流通基本政策の決定
　流通コスト低減のための流通基本政策を設定し，関係各方面に統一見解を周
知徹底せしめる。流通行政は，大蔵省，通産省，運輸省，経済企画庁，行政管
理庁等の各官庁に広くまたがっているから，流通近代化に関する基本政策を立
てこれを閣議決定して，各省庁が統一的な流通行政を実施しなければ，抜本的
な流通コストの低減は実現できない。
　またこの基本政策を流通業界にPRするならば，流通業界では，流通近代化
の方向を知りえ，これに積極的に協力し支援することが可能となる。
　このような流通基本政策を作成するため，通産省の諮問機関である産業構造
審議会は，流通部会を設げ，昭和39年5月以来流通近代化方策を検討し，ま
た流通部会の中に設けられた物的流通小委員会の基本政策分科会では，昭和41
年3月以来物的流通の基本政策を審議し，一応の結論を示すまでに至っている。
b．流通総合管理機関の設置
　前述のように流通行政は各省庁にまたがり，また同一省内でもその管理機関
が各方面に分散しているから，流通行政の実をあげるにはこれらの統合機関を
設置することが有用と思われる。
　たとえば，運輸省の行政は，従来，トラックと通運は自動車局で，鉄道は鉄
遣監督局で，倉庫は港湾局で，また船は海運局で管理し監督がばらばらに行改
われていたが，コールドチエ：■や海上コソテナが二つ以上の局にまたがるとこ
ろから総合管理機関が必要となり，昭和40年7月に流通企画室を新設した。
他の省庁でも運輸省の例にならって流通管理部門を新設し，さらに出来れば各
省庁間の総合管理機関（ないしは事務連絡機関）を設置することが，統一的な
流通行政を推進しうる鍵となろう。
C．流通活動の実態調査
　流通は経済の暗黒大陸とも称されるように，その実態が判然とせず，そのた
めに近代化の施策が的をえないで終わるうれいがあった。流通統計が整備され、
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ていないのが，何といっても大きな原因をなしている。
　この点については，すでに統計審議会では昭和40年5月に『物資流通消費
に関する統計の整備について』と題する答申を行なって，流通統計整備の方針
を決定している。また，経済企画庁では，消費者物価指数や卸売物価指数のほ
かに流通コストの変化を示す流通物価指数を作成する方針を固め，昭和42年度
に予備調査，43年から本格実施をめざしてすでに作業を進行ずみである。すで
に矢ははなたれているので，やがて流通統計が完備される目毛そう遠くはない
であろうが，現実にはまだ幾多の障害を排除しなければならないことであろう。
　その他断片的には，通産省は，昭和39年5月には，消費財の流通機構と社
会的流通コストを調査した『消費財の流通機構』を発表し，また昭和41年3
月には，生産財，消費財の物的流通コストを調査した『物的流通の現状と問題
点』を発表している。
d．流通杜会資本の投資
　政府がなすべき最も重要なことは，流通面における社会資本の投資を強化す
ることである。流通コストの低減ないし流通近代化に決定的な影響を与えるの
は，道路，鉄道，港湾，橋梁，通信，倉庫，トラヅクターミナル，流通セソタ
ー等の建設である。しかし，これらは民間企業ではいかんともなしえず，政府
の強力な杜会資本投資による以外に仕方がない。
　いま社会賢本投資の状況を一瞥してみると，杜会資本ストヅクは年々増加し，
昭和38年には昭和28年の約1．7倍にも達しているが，国民総生産に対する比
率や，民間資本に対する比率をみると減少の一途をたどっており，今後におけ
る杜会資本投資の強化が特に望まれるところである。
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